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１．パラダイムシフトの必要性 

災害が生じたときに、「もし」あなたが災害地域に

いたら、すなわち当事者ならば、とにかく避難するだ

ろうし、離れた地域であればとりあえず被害実態を知

ろうとするだろう。緊急避難期が過ぎて応急避難期に

なってくると、ボランティアの機会を探るかもしれな

い。さらに経つと、災害地域の復興を話題にしている

だろう。 

災害に事前に備えるために、このような「もし」と

いう態度で臨むことは有益だ。避難訓練が良い例だ。

本稿では、災後についても「もし」という態度を採用

したい。それによって、今とは異なる災後のあり方を

考えることができるからだ。 

復旧ではなく復興を、という方向性は近世城下町に

おける大火後の蔵造りや広小路にすでに見受けられ

る。関東大震災の後に、後藤新平は欧米の最新都市計

画による新たな帝都復興像を掲げたが、そのためには

国家予算の倍の事業費を想定し、土地収用も辞さない

つもりだった。もしかしたら、そのような復興が遂行

されることで、1666 年の大火後に復旧という態度を

とることができたロンドンのようになれる、と憧れた

のかもしれない。復興という目標の掲げ方は、とりわ

け阪神・淡路大震災後の「創造的復興」というスロー

ガンとして明確に受け継がれ、東日本大震災を経て、

Build Back Better として世界に広まった。惨事便乗

型の復興批判は高まっているようにみえるが、より良

い姿があるという信念のもとで目指される復興とい

う災後の方向性が一般的に普及したことの裏返しで

もある。 

だから災害地域において社会が策定しようとする

のは「復興」計画だ。東日本大震災時にはまだ法的根

拠がなかったにもかかわらず、被災自治体や住民は当

然のように復興計画に取り組んだ(1)。 

冒頭の「もし」に戻ると、あなたは、住民として復

興計画の策定議論に加わるか、技術者や研究者として

復興像を描いたり、制度の適用を提案したり、地域の

履歴を地図で整理したりするかもしれない。こうして

決められた復興計画・事業は、しかし想定よりも完成

までに要する期間は長引く。避難生活の間に健康が悪

化したり、仕事がうまくいかなくなったり、子供の学

校の事情が変わったりして、帰還を断念する人も出て

くる。さらに、復興計画による物理的空間は完成して

も、そこでの活動は想定していたものにはならないと

いう事態が生じる(2)。 

東日本大震災から 10 年を経た現場では、津波防災

の嵩上げ工事後の区画整理事業区域内には未建設の

敷地が残り、土木工事がまだ続いている海岸沿いの集

落もある。原発複合被災地域では、イノベーションコ

ースト構想による大規模な新設建物が建つ一方、避難

時から全く人の手が入っていない帰還困難区域もあ

り、混沌としている。いずれにしても、被災だけでな

く災後の復興計画によって、まちは変わった。 

これらは復興が目指していた変わり方だったのか。

復興という常識を疑ってみるべきではないか。 

こうした問題意識に基づき、本論考では、復興を考

える前提となる災害と災後という状態について、哲学

や政治学の分野における緊急事態・例外状況の議論を

復興計画に引き寄せて理解することを目論む。そのた

めに、被害者＝「当事者」としての視点と被害者では

ない「社会」の視点を提示したい。なぜなら復興計画

は、当事者と社会によって必要とされることを存在理

由としているはずだからだ。そのような視点から災害
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と災後の現場を理解したうえで、通常の検証ではなく

反実仮想の思考によって、復興ではないもう一つの災

後のあり方「復原」を提案したい。併せて当事者と社

会を、当事者性によってつなぐ可能性も示したい。 

 

２．緊急例外・当事者のモデル 

災害と災後は、緊急事態、危機、例外状況、非常事

態など様々な言葉で表される状態だ。この状態に関す

る議論には蓄積がある。政治学者のカール・シュミッ

ト（1888-1985 ドイツ）は、主権者とは例外状態に

ついて決断する者であると定義した。決断の中身は、

例外状態かどうか、と、例外状態であるときにどうす

るか、という両方にわたる。法が予想できないと例外

状態が生じるが、主権者の論拠となる国家さえ存在し

ていれば主権者による秩序＝「政治的なもの」が機能

するというのがシュミットの考え方だ(3)。このような

例外状態を、哲学者のジョルジョ・アガンベン（1942- 

イタリア）は現代の強制収容所に見出して、そこでの

人々のむき出しの生を生成維持している主権権力、さ

らにはそうした状態を不可視化したり擬制したりす

ることで、放置もしくは黙認している法のあり方を批

判する（図 1）(4)。 

 
                        図 1 

こうした議論をふまえて復興計画を必要とする状

況の緊急性は、どのように整理できるだろうか。 

まず重要なこととして、被災の当事者である個人や

地域と、被災の当事者ではない他者という二者の視点

の関係を理解しなければならない。災後にどうするか

を誰が決めているのか、という点に関わる。特に被害

が激甚で政策規模が大きくなるほど、他者の集団とし

ての影響は強くなる。増税などとなると誰も他者では

ないともいえ、当事者と他者の境は整理すべき論点だ

が、本論考では深入りせず、他者の集団を社会と呼ぶ。

なぜこの視点が重要かといえば、空間計画とは、「公

共の福祉」という集合的な目的を掲げて、個人の存在

を支える空間のあり方に介入する工学技術だからだ。

空間は独立して存在できず、必ず連担しており、集合

的な性質を持っている(5)。つまり、被災後の空間に身

を置く当事者と、社会に受益をもたらす「公共の福祉」

は、常に順接や相補的な関係にあるわけではなく、む

しろ逆接・衝突する可能性を原理的に含んでいる。 

もう一つ、緊急や例外の状態と、日常や原則という

状態の違いも重要だ。両者の状態は連続的につながっ

ていることもあるし、断絶していることもある。緊急

的な状況において、良くも悪くも、いつも通りの行動

が生じることもある。よって、両者の状態の関係も、

本来は精査すべき論点だが、本論考では具体的な事象

の個別的判断は避けて観念的な整理にとどめておく。 

以上、当事者・社会、と、緊急例外・日常原則、と

いう視点を組み合わせて、 

当事者である個人や地域にとっての緊急と日常の軸 

他者の集団である社会にとっての例外と原則の軸 

という二つの軸、すなわち四象限で整理してみる。緊

急と例外や日常と原則という言葉を、本論考ではこの

ような軸に沿って区別して使用することとする。図 1

との連続性を保持するため、軸を斜めに配置し、便宜

上、上・下・右・左という象限名としておく（図 2）。

緊急例外と当事者を理解するために、日常原則と社会

を対置させたモデルだ。 

 
                         図 2 
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３．当事者地域の災後の変容 

このモデルを使うと、当事者地域の災後の変容は、

どのように説明できるだろうか。 

まず災害とは、当事者にとって緊急、社会にとって

例外、すなわち上の領域だ。逆に平時は、当事者にと

っては日常、社会にとっては原則、下の領域に該当す

るというのが一般的認識といえよう（図 3）。 

 
                          図 3 

災害が生じると、多くの当事者は避難行動を起こす。

そして避難所での共同生活が始まる。さらに経てば仮

設の住まいや事業所を自力で建てたり、本設に取り組

んだりする当事者も出てくる。図 4 の上から左の流

れだ。避難行動の項目が上と左にまたがっているのは、

避難行動は緊急時下のものではあるが、避難訓練によ

って避難行動そのものは日常であることを示してい

る。避難所運営も、日常の町内会活動などの延長に展

開される。すでに都市部に退出していた子供のところ

に親世代が転居していく現象も、災害がタイミングを

早めたかもしれないが、日常の延長にあるといえよう。 

一方、社会は、平時に決めていた災後の原則に則っ

て、必要であれば法制度を整えながら、仮設住宅を供

給し、建築制限を行い、復興事業を進める。図 4 の

上から右への流れだ。避難指示が上と右にまたがって

いるのは、行政による指示を示しているが、防災無線

の有効性や原発事故被害における避難命令のあり方

など、深刻な禍根を残したままだ。 

上の領域は、次第に左と右の領域へと移行していく。

当事者としては日々の生活を送らなくてはならない

ので、上から左、すなわち、予てからの日常のあり方

に依拠しながら緊急事態から避難生活という日常に

移行していく。どのような日常に移行するかという当

事者の判断には、事前に決めていた原則に従う右の領

域のあり方が影響している。 

 
                          図 4 

復興事業が進んで、建築制限や避難指示がなくなり、

復興土地区画整理事業や防災集団移転促進事業が竣

工し、当事者の一部は移転して、被災地域は復興事業

後の風景となっていく。 

こうした災後の過程で、災害直後の自力再建の建物

は、復興事業の造成工事などにより壊されることもあ

る。災後に被災地域に流入してくる人は、被災者や被

災地域に貢献する活動を行なっていたとしても、法制

度に位置付けられていないので、原則通りの復興事業

完成後に居場所はなくなることも多い（図 5 の左）。 

長引く復興事業などにより帰還できずに当事者地

域から退出した当事者のみならず、帰還した当事者に

とっても、身の回りの住環境は激変した。住環境の激

変が当事者にとって如何に緊急事態であり、同時に社

会にとっては原則の範疇になっているかということ

は、毎年増え続ける震災関連死 3,773 人（2021 年 1

月 31 日現在：復興庁把握人数）から読み解くべきだ。

今も緊急事態中の当事者がいる（図 5 の右）。 

住環境の激変は、復興のあり方に、予防原則が強く

機能したことと、土地所有を重んじる法制度が反映し

たことが影響する。当事者地域が緊急事態で社会も例
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外状態にあった中で、予防原則が強化され（ときに暴

走も含んだが）、未来からの借金による事業費が担保

されて、復興計画は策定され、実現した。また、土地

所有者ではない人は、被災当事者や災後の当事者であ

っても、土地のあり方の決断に関われなかった。土地

所有者と当事者地域が土地のあり方について合意に

到達できない事態も散見された（図 5 の右）。 

 
                          図 5 

では、激変前の当事者地域とはどのようなものだっ

たのだろうか。土台となっていたものは、近代以降の

工学技術を背景とした法化社会の原則ではなかった。

当事者地域のかつての日常の暮らし方は、地形や地質

や立地に応じた、そこにしかない固有のもので、社会

全体からみれば例外だった。家の建て方、敷地の使い

方や規模、それらの多様さと混在の仕方、敷地と公共

空間のつながり方、道路の線形、幅員、交差の仕方、

神社や小学校や集会所などの公共的施設の位置、町内

会や祭りなどの自治のあり方、生業を通じた共同作業

や組織。それらが改善すべきものなのか、継承すべき

ものなのかは個別の判断を要するが、少なくとも災害

直前までの地域を支えていた。 

日常であれば、社会の原則による空間改変が多少あ

っても、生活の中で地域に馴染んだものへと調整して

いくことも可能だったろう。しかし災害はそのような

調整の時間を許容しない。被災後の法制度による事業

は原則そのものだ。それによって当事者地域の固有性

は失われる。被災前から被災後の変化とは、左（点線

四角）から右（薄い塗りつぶし）への移動だ（図 6）。 

 
                          図 6 

 

４．反実仮想による「もうひとつの災後」 

災害や災後のあり方を検討するために、すでに取り

組まれた計画や事業を検証することは重要だ。 

検証のあり方としては、特定の計画や事業を対象に

して、どのような状況のもとで、どのような判断がな

されたのか、その背景は何か、判断の結果はどのよう

な影響を及ぼしているのか、といった一連のプロセス

を事実として記述したうえで、それに対する分析や考

察を加えていく、というスタイルが基本だろう。その

ためには、当事者地域の地理的な条件や歴史的な履歴、

自治の様相などの理解に努めることや、計画や事業に

携われなかった多様な立場の意見を集めることが必

須だ(6)。しかし一連のプロセスは極めて複雑だ。必ず

しも円満な合意が形成されたから判断が為されたの

ではなく、どうしようもない妥協の連続ということが

実態だろう。意見が反映されなかったどころか、そも

そも意見すら述べられなかった人が大勢いる。こうし

た状況の中で、実施された計画や事業を、正攻法で検

証しても、妥協を受け入れざるを得なかった人や受け

入れられなかった意見を持っていた人の思い描いた

「もうひとつの災後」を理解することはできない。 

そこで、反実仮想という方法を用いたい。反実仮想

とは、事実に反する想像や想定の思考だ。 

たとえば「もし今、巨大地震が来たらどうする？」

という冒頭の問いに対する答えを考えるとき、（今、

本論考を読んでいるということは大地震が来ていな

いと思われるので）事実ではないから反実仮想の方法
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をとっていることになる。「安全な場所に避難する」

とか「大切な人を守る」という答えの背景には、巨大

地震の当事者としての自分という想定と、生き延びよ

う、大切な人を守ろうという根源的な意思がある。し

かし「もし今」が外されて、本当に巨大地震が来てい

るとき、安全な場所に避難できるとは限らない。避難

したが安全な場所にたどり着けなかったという場合

もあるし、身体的な能力としては避難可能なはずでも

避難しないという現象が生じるのは周知の通りだ。そ

の理由を追うのは本論での目的ではないが、「もし今」

が外れたときに「もし今」の想定と同様の行動をとる

ことができる理由は考えておきたい。たとえば釜石市

で小・中学生を対象に取り組まれてきた避難訓練だ。

避難訓練の最中には「お母さんが死んじゃったらどう

しよう」と泣き出す児童もいたという。「お父さんも

お母さんも地震があったら逃げて。自分も必ず逃げる

から。避難場所で会おう」という約束が交わされた。

釜石東中学校と鵜住居小学校の子どもや先生らは、

1）想定を信じるな、2）最善を尽くせ、3）最初の避

難者たれ、という教えを守り、近所の大人たちと共に、

鉄筋コンクリート造 3 階建という安全そうな建物だ

ったにもかかわらず、避難を開始し、想定の避難場所

よりもさらに遠くへ、中学生が幼い小学生の手を握り

ながら必死に避難した。最後尾にいた人は津波の水に

濡れたと伺った(7)。この事実は、図 2 でいえば左、す

なわち社会からすれば例外的な状態であるが、当事者

にとっては緊急時を日常として行動する術を習得し

ていたといえよう。避難行動をした当事者は、反実仮

想によって津波の「今」をすでに経験していた。 

反実仮想の可能性はさらに広がっている。 

社会学者の赤上裕幸によれば、「史実以外にもあり

えた可能性に思いを巡らせる反実仮想は、想像力を触

発して、歴史のなかの「敗者」を救済する唯一の方法

である（…）当時の人々の期待や不安、満たされなか

った願望、実現しなかった数々の計画なども、それら

が後世に引き継がれていない場合は、歴史のなかの

「敗者」と言えるだろう」。そして「「現在」に生きる

われわれは、歴史上の人々にとっては「未来人」であ

り、「未来の他者」である。われわれの試みによって、

救済の光が当てられた歴史上の「敗者」たちは、「過

去」から「現在」へと呼びもどされ、最終的には「現

在」のものの見方を変えていく。この意味において反

実仮想は、過去／現在／未来のすべてを対象とした革

命的なアプローチになりうるのである」と主張する

10)。 

本論考では、この主張に沿って、東日本大震災の原

発被災地域において実現しなかった「町外コミュニテ

ィ」計画にみられる本質と、津波被災地域で議論すら

されなかった「復原」という考え方を、ありえたかも

しれない「もう一つの災後の姿」として救済したい。 

このような設定は、自分が当事者ではないからでき

てしまうのであり、災害と災後を生きてきた当事者に

対する暴力かもしれない。しかし当事者ではないから

こそ、考える責務があるとも考えている。 

 

５．原発被災地域において実現しなかった「町

外コミュニティ」計画(8) 

福島第一原発から北へ 10km の太平洋岸から阿武

隈山系に向けて広がる浪江町には、被害前 20,905 人

7,176世帯（2010年 10月 1日現在）が住んでいたが、

避難指示解除を経て 1,579 人 989 世帯（2021 年 1 月

31 日現在）になっている。被害から六年あまりが経

った 2017 年 3 月 31 日の帰還困難区域以外の避難指

示解除を目前にして、当時の馬場有町長は「『町残し』

をしなければならない。震災前は『町おこし』だった

が、今は町が存続するのか、なくなるのかという岐路

に立っている」と述べた。馬場町長は 2007 年 12 月

から原発被害を経て 2018 年 6 月 27 日にお亡くなり

になるまで町長だった。 

馬場町長のいう「震災前の町おこし」は災後の復興

と同義だといえよう。そして「町残し」とは何か。復

興に携わる当事者は、この問いを考えねばならない。 

では馬場町長の災後の町政はどのようなものだっ

たのかといえば、津波浸水した範囲の大部分を災害危
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険区域に指定し、既存の中心市街地ではまとまった土

地が確保できなかったので国道 6 号の東側に小中学

校や復興公営住宅を改築新設し、公設民営の仮設店舗

や道の駅で賑わいの拠点づくりを計った。一方、非帰

還者同士やふるさととのつながりを支える支援は、次

第に手薄になっていった。これらは通常の復興にあり

がちな特徴にみえる。 

経緯をたどってみると、2011 年 5 月 9 日に馬場町

長は「暗中八策」と題した今後の方針の中で、バラバ

ラになった町民の絆を再生するため、広報広聴のネッ

トワーク強化、避難所への情報伝達強化、避難所や仮

設住宅の自治組織強化を掲げた。放射性物質の飛散情

報も隠蔽され、避難に関する指示もなく、町は、国や

東京電力への信頼を完全に失っていた。同年 9 月の

会議では、希望的観測として 3 年、できれば 2 年で

町民一緒に戻りたい旨、答弁している。このあたりは、

後述する「町外コミュニティ」計画と同じ発想だった

といえる。しかし 12 月には最悪のシナリオ、すなわ

ち全員一緒に帰れないかもしれないという厳しい感

触に変わっていく。膨大な放射性物質と解体や除染事

業による廃棄物の処理、水素爆発した原発の後始末の

行方、復興公営住宅や工場団地の建設など、いずれも

町政では対応不可能な未曾有の状況に追い込まれて、

町長は国が示す復興政策を受け入れる決断をした。2

万人の浪江町民は、仮の町役場の設置を受け入れた二

本松市の他、いわき、南相馬などに一定程度の集まり

はみられるものの、バラバラになったままだ(9)。町政

にとって、浪江町という地理的範囲の避難指示を解除

すること、そこに一人でも多くの浪江町民を迎えて、

商業施設や教育施設を配置して、浪江町での生活を支

えることが、町残しであったといえよう。空間計画の

事業を駆使すれば、帰還する町民を迎え入れるにふさ

わしいまちができると期待していたかもしれない。

「町外コミュニティ」に力を入れてしまったら、ただ

でさえ町民の激減が予想される中、帰還者数をさらに

減らしてしまう恐れもあったかもしれない。 

別の選択肢はなかったのだろうか。 

実は、商店会を中心にしたメンバーが、2011 年 5

月には、ふるさと浪江町の復興について自分たちで考

える場を立ち上げ、各所と協議交渉を重ねて、福島市

のとあるエリアに 2,000-3,000 人規模を受け入れら

れる「町外コミュニティ」計画を進めていた。近隣に

はロードサイド型の店舗もあり、若い世帯の雇用先に

なり得る市街地も近かった。当時、避難先の各地では、

戸建て住宅の価格が高騰したり、日常生活を支える公

共サービスが元からの住民に手薄になったりして、原

発避難者を迷惑扱いする現象が起きていた中で、やっ

との思いでまとめた理想的な計画だった。中心メンバ

ーの一人であった原田雄一氏は「いつか浪江に帰るま

で、じっくり腰を据えて、でも集まって住んでいたら、

やっぱり浪江はいいな、ということになって、帰ると

きも一緒に帰ろうということになる」、「ふるさとは生

まれ育った場所というだけでなく、人間関係ができた

ことが重要」という。ここにみられる残すものとは、

人のつながりだ。「町外コミュニティ」とは、その維

持を目的とする手段でもあるが、残すべきものとして

の目的そのものだったといえよう。2014 年には町民

千人の署名と共に、町に「町外コミュニティ」計画を

提出した。あとは福島市長に浪江町長が正式な打診を

するところまで整えた。しかし町長は動かなかった。 

この「町外コミュニティ」計画が実現していたら、

今、どうなっていただろう。もしかしたら、町外コミ

ュニティの居心地が良くて現在の帰還者数はさらに

少なくなっていたかもしれない。もしかしたら、避難

者が分散せずに集住して人のつながりが継承され、早

期帰還者とのつながりへと展開し、早期帰還者にとっ

ても有益だったかもしれない。公営住宅の建設戸数も

抑制できたかもしれない。避難者が孤立せずに済んで

避けられた困難の数々もあったかもしれない。帰還の

方法をはじめとして、今後の見通しを町民らで議論し

実践する自治のある「まち」が町外に形成維持されて、

いずれ「まち」が残ったと思える状況が生み出される

かもしれない。 

これらの考察は「かもしれない」でしかない。しか
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し絶対になかったともいえない。強調したいことは、

反実仮想という方法は、町政を批判する根拠にはなり

得ないが、あり得たかもしれない、もう一つの災後の

姿を想像することを可能にするという点だ。 

同時に、両者の災後の姿に共通するものもみえてく

る。町長が実際にとった町政は、地理的な範囲で町に

戻ることを主眼とし、そこから次第に被災前の町の姿

が現れていくことを願っていたと思われる。一方で

「町外コミュニティ」は人のつながりを経て、被災前

の町の姿が現れると考えている。いずれも被災前の町

を取り戻したい、さらにいえば、残したい、復原した

い、という思いだったことは共通している。 

 

６．津波被災地域において議論すらされなかっ

た「復原」 

次に、津波被災地域での「復原」を考えたい。反実

仮想として、より良い姿を目指す復興ではなく、被災

前の原形に戻す「復原」が災後の理念であったなら、

今どうなっていただろう。 

亡くなった人を悼み、膨大な瓦礫を粛々と片付けな

がら、体育館などでの共同避難生活を送り、仮設住宅

が供給されるところまでは、実際の東日本大震災後と

変わりない。しかし、高台移転や面的な地盤の嵩上げ、

防潮堤の巨大化などの選択肢は存在せず、建築制限も

ない。自分の住んでいたところに、再び住めるように

建て直すしかない。 

そのような「復原」が実現するように、平時から例

外状態における原則が決められている。たとえば、再

建資金の目処が立たない人は、緊急事態にあるので、

社会的な例外として補助金を得られる。家族を亡くす

などして生活が継続できない人も同様に緊急事態に

あるので、福祉政策での対応や公営住宅が用意される。

被災前の建物が建築基準法などに違反していたとし

ても、例外状態として被災前と同じように建て直すこ

とができる。全く同じ建物でなくとも、同じ場所で同

じような暮らし方を、なるべく早く復原するというこ

とが理念である。 

こうした復原だったなら、どうなっていただろう。 

津波の直後を思い返せば、こんな恐ろしいところに

はもう住めないという意見が圧倒的だった(10)。「復

原」しか選択肢がないとなったら理不尽だと暴動が起

きるかもしれない。低地部に再び住みたくないから内

陸部への移転を希望する人も出てくるだろう。その場

合は、低地部の土地を売却し、それでも再建資金が足

りなければ、やはり緊急事態であるのだから社会的な

例外として補助金が得られるべきだろう。また、転出

希望者を受け入れる側、すなわち社会は、緊急的な状

態の人を常に受け入れることを義務とせねばならな

い。転出希望者にとって、家は狭くなり、周辺環境は

変わるかもしれないが、津波に襲われる心配のない場

所を探すことはできるだろう。このような原則の例外

があったら、津波被災地域に住み続ける住民は「復興」

よりもさらに減ったかもしれない。 

それでもやはり「復原」していたらどうだろう。 

まちのあちこちから、場合によっては家の中からも、

相変わらず海がみえる。お祭りも、湧水を生かした水

場も昔のままだ。「復興」理念のもとで実現した計画

や事業よりも、本設住宅に住み始める時期は早まった

に違いない。たとえば震災の二年後には本設が終わり、

災後の日常生活が始まっていただろうか。時期が早ま

ったことで「復興」よりも帰還できた人が増えて、商

業や業務の事業再開率や事業継続率も高まったかも

しれない。仮設住宅が早く空くので、全国から駆けつ

けて常駐して働いていたボランティアたちに使って

もらったら、居着く人ももっといたかもしれない。 

被災前の大きかった家を、居住人数や荷物の量に合

わせて、少し小さく建て直す人もいるだろう。しかし

お祭りのときに使う座敷や庭、お隣さんが気軽にお茶

っこに来ていた縁側、常居を中心とする部屋構成など

は変わらないかもしれない。それぞれの敷地をちょっ

とずつ引っ込めて、道路の幅を多少広げ、見通しの良

い交差点にして避難しやすくするかもしれないが、基

本的な道路網は変わらない。被災前から閉校が決まっ

ていた小学校の建物は、次の被災時にみんなで集まれ
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るような工夫がなされ、浸水した校庭は自分たちの手

で土盛りをしたかもしれない。津波の到達点には碑を

建てて、地震が来たらもっと上に逃げろと刻み、後世

に事実を伝えようとするだろう。人が亡くなった場所

には、木を植えるか、花を絶やさず、悲しみを悲しめ

る場所にもできる。散歩の途中に体育館の横を通り過

ぎるとき、共同避難生活を送った記憶を懐かしみなが

ら、そのことを隣を歩く孫に語るかもしれない。空き

地をみて、ご近所さんが減ったのを寂しむであろうが、

いなくなった人がいることを忘れないことはできる。

そんな津波被災からの 10 年後の今を、当事者地域は

迎えていたのではないだろうか。 

津波被災地域の「復原」という反実仮想は、原発被

災地域の考察に比べてさらに弱い。津波被災地域の事

例のように「復原」を実現しようとした事実に基づい

ているのではなく、筆者の空想だからだ。しかし、そ

のような反実仮想による当事者地域は、図 6 で示し

た「被災後」より「被災前」に近いことは確かだ。図

6 に示す被災前後の変化が生じることは、復興計画策

定時には気づかなかっただろうし、今も明確に意識で

きていないかもしれない。失われたものを理解するこ

とは困難だ。 

「復原」を理念とした津波被災地域は、凄惨で悲し

い記憶と、個々の当事者の多様な創意工夫によってま

ちのあちこちが少しだけ住みやすくなり、災害と災後

という経験が風景に蓄積されて、固有性は失われるど

ころか、強まる。社会からは例外として位置付けられ

る固有性をどう改変していくのか、継承していくのか、

という判断をするのは、当事者であるべきではなかろ

うか。固有性とは当事者地域の暮らしそのものだから

だ。であれば、災後の原則によって改変するのではな

く、まずは被災前の状態に復原しなければならない。 

 

７．災後に「例外としての日常」を復原する 

曲がりなりにも全ての現場（今ここ）は、その社会

の存続を支えている。現場とはそれゆえに大切なもの

だ。その大切なものを奪われた当事者が、それを取り

戻したい、復原したいと願うのは至極当然ではなかろ

うか。しかし、災後にはいつも、それは無理だという

声が社会のあちこちから聞かれる。安全ではないから、

隣人が帰らないから、時間がかかるから、高齢者しか

いないから、お金がかかるから、そんな不便なところ

に若い人は戻ってこないから。理由はいくらでもある。

そのうえで「復興」という理念を掲げ、もっと安全で

もっと賑わいのあるまちがあるはずだ、と社会は想定

した。それは当事者にも伝播した。否、もっと安全で

もっと賑わいのあるまちは当事者の願いだったのか

もしれない。しかし、だとすれば、なぜ災後ではなく

災害前に取り組んでいなかったのだろうか。 

災後の理念を、災害前の状態（原発被災地域の事例

でみたように、災害前の状態の本質とは物理的な空間

や同じ地点とは限らない）を取り戻す「復原」にした

ら、まだ当事者になっていない社会はどう対応するだ

ろう。社会は「当事者になったとき、何を復原したい

のか」という問いを突きつけられることになる。復原

したいものを探したり、そのとき復原したいと思える

ものを生み出そうとしたり、災害に間に合うように真

面目な議論と実践が生まれたりしないだろうか。もし

生み出せるのだとしたら、それでよいのではないか。

災害によって一時的に「復原」が止まることはあって

も、災後も同じように「復原」を継続すればよい。 

災後、当事者は自然（じねん）的実践を始める。自

然（じねん）的実践とは、被害を受けた当事者がそれ

までの経験や知見に基づいて、変容する周囲との関係

を調整する行為であり、主体の代替が効かない暮らし

そのものであり、当事者地域自身が再生しようとする

超計画的行為である(11)。 

どのような自然（じねん）的実践が始まるのか、災

後の状態は事前には予測がつかないので、例外状態に

関する原則には例外を残しておかなければならない。

そのような状態が陥りかねない怖さは、シュミットや

アガンベンの議論をふまえても想像はたやすい。「例

外としての日常」を復原する原則は危険な挑戦だ。し

かし、釜石の子どもたちが「今」の前に「今」を経験
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していたように、当事者になる前に社会が当事者性

(12)を共有することが、自分の固有の暮らし方を守る

方法だ。「例外としての日常」の復原を原則として掲

げながら、復原したいものの議論と、復原したい暮ら

しであろうとする日常の自然（じねん）的実践の過程

において、そのような当事者性を育むことができる。

なぜならそれはまだ経験していない災後の時間だか

らだ。 

 

補注 

(1) 復興計画の策定は、法的根拠となる「東日本大震災復興

特別区域法 2011.12.26」や「大規模災害からの復興に関

する法律 2013.6.21」よりも早い時期から取り組まれた。 

(2) 計画災害は空間計画の分野では Peter Hall が Great 

Planning Disastersとして1980年代初頭にまとめている

が 1)、開発政策や行動経済学の分野では 1960 年代から指

摘されている。時間とコストが計画よりもかかることで、

受益も減少する。塩崎賢明によれば、復興予算は災害地

域以外にも流出する 2)。 

(3) シュミットは、主権者が例外状態において敵か友かの決

断を担うことを正当化し、敵にユダヤ人を含めた。その

帰結は周知の通りだが、現代社会において難民は激増し

ており、例外状態の考察の重要性は益々重い。 

(4) アガンベンは、ホモ・サケル（むき出しの生）すなわち

殺害が処罰されない、同時に、犠牲となることは禁止さ

れているという例外状態を問いとして明らかにした 3）4）。 

(5) 個人と空間計画の集合的な性質については、例外状態と

個人の移動の自由の関係 5）、原則と個人が今居る場所に

居る「在居」の関係 6）という点から、別途論じた。 

(6) 津波被災者の方から「被災前から自分が住んでいたまち

は好きではなかった、津波を契機に外に出られてよかっ

た」と伺ったことがある。また「故郷に戻りたいけれど、

同居家族を失い、娘の嫁ぎ先である西日本に引っ越すし

かなかった」と言いながら、亡き夫との被災地域での思

い出を延々と 3時間ほど語り続けてくださった方もいた。

「被災後に自分がここに留まるのか、出るのか、判断が

できずに、復興計画に関連する会議には出にくかった」

という話もたびたび伺った。「自分の家族親戚がみな無事

で家も流されていないと、やはり意見が言いにくかった」

という話も度々伺った。こうした状況への対応は簡単で

はないが、記録を残すことには意味がある。次の当事者

に解釈の自由を与えるからだ。筆者らが赤浜地区の書籍

7)を記録としてまとめたら「当時は遠方に避難していたけ

れど、本書を読んで何が起きていたのか、よくわかって

嬉しかった、若い世代にも勧めている」というご意見を

伺った。それ以来、拙著だが、人に勧めるようになった。 

(7) 釜石での避難訓練を指導してきた片田敏孝先生は、奇跡

とは呼ぶなとおっしゃる 8)。様々な事情で逃げられなか

った子どもたちがいるからであり、「やるべき」ことを「や

れる」ことに一致させる訓練の結果が実現しただけだと

いう考え方をすべきだからだ。「今」という時間や「やる

べき」ことと「やれる」ことの関係は 9)で論じた。 

(8) 5 章の詳細は 11)で詳しく論じたので参照いただきたい。 

(9) 浪江町のホームページによれば、2021 年 1 月 31 日現在、

福島県外避難者 6,051 人、福島県内ではいわき市 3,167

人、福島市 2,479 人、南相馬市 1,963 人、郡山市 1,706

人に続いて浪江町 1,084 人、二本松市 1,024 人となって

いる。この事実をホームページで示し続けている町の姿

勢には「どこにいても浪江町民」という思いが継承され

ていることが感じられる(アクセス日 2021-2-7)。 

(10) 2011 年秋に大槌町に泊まる必要が生じた。当時まだ宿が

なく、山の上の中央公民館の一室をお借りすることにな

った。明け方だれもいない中央公民館のソファで寝てい

たら余震があった。固い岩盤の山の上で津波が来るわけ

もなかったが、怖くて慌てふためいた。当事者にとって

余震が頻繁に続き常に津波の恐怖にさらされている状態

は緊急事態が継続していると、社会は理解すべきだ。 

(11) 自然（じねん）的実践の意味は 12)などで論じた。 

(12) 当事者性という概念は、筆者のとある査読論文に対する

匿名の査読者の方からいただいた。当事者性の普遍的な

意味を考察できた。心より感謝したい。初稿の段階で丁

寧なコメントをくださった田中正人氏にも感謝したい。

13)の関心と本論考は強く重なっているので参照されたい。 
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